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３．事業の実施状況（医療分） 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.1】 

 ICT を活用した地域保健医療ネットワー

ク基盤整備事業 

【総事業費】 
15,818 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 一般社団法人沖縄県医師会 

事業の期間 平成 28 年 9 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 高度急性期から慢性期及び在宅医療まで、切れ目のない

医療提供体制の構築のためには、各期における医療情報を

円滑に共有するための地域医療ネットワークが必要であ

る。 

アウトカム指標：地域医療ネットワークへの医療機関の加

入施設数：235 カ所 

事業の内容（当初計画） ・各期における効率的な医療の提供を行うため、患者の特

定健診のデータに加え、受診歴や処方歴、診療（治療）計

画を迅速に参照し、共有できるシステムを構築する。 

・在宅医療施設及び介護事業所等で効果的な情報共有を実

現するコミュニケーションシステムを構築する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域医療連携ネットワークへの県民の加入登録者数： 

 約 60,000 人（県民の約５％） 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域医療連携ネットワークへの県民の加入登録者数： 

 27,189 人（H28 年 3 月 31 日現在） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・地域医療連携ネットワークへの医療機関の加入施設数： 

 193 施設（H28 年 3 月 31 日現在） 

 

（１）事業の有効性 
特定健康診査の結果を基本情報に、各医療機関における

検査結果や地域医療連携パス情報、また医療機関や各医療

保険者が行う特定保健指導情報等を集積及び共有し、県民

への適切な保健指導や医療勧奨、治療等を行う体制が整い

始めた。 
（２）事業の効率性 
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 県や医療保険者、大学や各医療関係団体等と一体となっ

た健康情報の集積及び重症化予防施策等を展開すること

で、効果的かつ効率的な事業展開が可能となる。 
 
 

その他  ネットワーク加入医療機関を増やすために、医療機関担

当者への説明会や機能拡充を図る必要がある。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.2】がん診療連携拠点病院等の患者に対す

る歯科保健医療推進事業 
【総事業費】 

2,612 千円 
事業の対象となる区域 北部・中部・南部・宮古・八重山 

事業の実施主体 琉球大学医学部附属病院 

事業の期間 平成 28 年 8 月 10 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病床の機能分化、地域医療との連携を推進するにあたっては、手

術前後や退院後の一連の口腔管理をスムーズに行い、患者の主治

医、歯科医師、看護師ならびに歯科衛生士間の連携や退院後の地

域歯科医療機関との協力が不可欠である。 
アウトカム指標：周術期口腔機能管理の連携支援を実施できる医

師、歯科医師を県内に育成できる。実施医療機関数は平成 27 年

0 か所→平成 28年 5 か所程度に増加を図る。 

事業の内容（当初計画） 沖縄県内のがん診療連携体制・在宅医療環境の充実を図るため、

歯科医師及び歯科衛生士を配置し、地域の歯科医師等を対象とし

た研修会等を開催し、地域歯科医療機関と連携を図る事業であ

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病床の機能分化、連携を図るため、周術期口腔機能管理の連携支

援を実施できる歯科医師3人の確保。  

アウトプット指標（達成

値） 

琉球大学附属病院にがん患者に対する周術期口腔機能管理を行

う歯科医師 1 名、歯科衛生士 1 名を確保し、月平均約 40 名の口

腔機能管理を実施している。また、病床の機能分化と連携を図る

ために院内口腔ケアリンクナース 17 名を養成した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

口腔ケアリンクナース：平成 28 年 17 名 

周術期口腔機能管理実施患者数の増加：40 名/月 

（１）事業の有効性 
本事業の開始によって琉球大学医学部附属病院のがん患者に

対する周術期口腔機能管理体制の整備が推進され、歯科医師なら

びに歯科衛生士の増員および関連病棟のがん患者に対する口腔

機能管理の意識向上が図られた。その結果、手術前後や退院後の

口腔機能管理がスムーズに行われ、口腔ケアが実施されるがん患

者の増加が見られた。また、がん患者の病態やケア知識の向上な

らびに口腔ケアの習得を図るための開催された教育研修会は、看

護師ならびに歯科医師の口腔ケア技術向上に役立ったものと思

われる。 
今後は、これら関連各部署の連携を強化するとともに、地域ネ

ットワークの向上を図るために沖縄県歯科医師会ならびに沖縄

県口腔ケア研究会と共同事業を開始することになった。 
（２）事業の効率性 
本事業による口腔ケア関連機器の調達は、がん患者の口腔ケア

の技術習得ならびに向上に対して効率的な執行を可能にしたと

考える。また、沖縄県歯科医師会会員に対しての講演会の開催は、
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地域ネットワークの構築の整備の効率性に有意義であった。 

その他 沖縄県の周術期口腔機能管理の意識向上とネットワーク構築

を幅広い地域で推進していくために、琉球大学医学部附属病院の

医師と歯科医師が協力し、地域の歯科医療者（歯科医師、歯科衛

生士など）を対象に研修会や講演会を開催することが効果的であ

ったため、今後の事業においても積極的に実施し、地域の歯科医

療者との連携強化を図る。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.３】 

 病床機能の分化・連携を推進するための

基盤整備事業 

【総事業費】 
0 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる回復期機能の医療需要に適切に対

応するため、不足が見込まれる回復期病床の確保が必要。 

アウトカム指標：沖縄県内で 2025 年に不足する回復期病床

約 3,000 床の確保。 

事業の内容（当初計画） 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービス

を地域において総合的に確保するため、病床の機能分化、

連携を推進するため、地域包括ケア病棟等へ転換に係る施

設・設備の整備を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の増

加：180 床 

アウトプット指標（達成

値） 

平成２８年度は未実施 

事業の有効性・効率性 平成２８年度は未実施 

（１）事業の有効性 
 

（２）事業の効率性 
 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設または設

備の整備に関する事業  
事業名 【NO.４】院内助産所・助産師外来整備事

業 
【総事業費】 

1,485 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 
事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

妊婦の多様なニーズに応え、地域における安全、安心なお

産の場を確保し、産科医の負担軽減を図るため、正常な経

過をたどる妊婦の健診・分娩を助産師が担う院内助産所、

助産師外来の設置を促進する必要がある。 

アウトカム指標：沖縄県内で、2025 年に不足する回復期病

床約 3,000 床の確保 

事業の内容（当初計画） 院内助産所や助産師外来を開設使用とする産科を有する病

院・診療所の増改築・改修や、体制整備に必要な備品の設

置に対する経費の支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

院内助産所・助産師外来に必要な設備整備費の補助件数：

１カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

院内助産所・助産師外来に必要な設備整備費の補助件数：

３カ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内で産科・婦人

科を有する医療機関数に対する院内助産所・助産師外来設

置施設割合。（48％→上昇） 
観察できなかった 

観察できた → 院内助産所・助産師外来の設置施設割合

は 50％を維持しており、目標を達成している。 
（１）事業の有効性 
医療機関において、院内助産所・助産師外来を設置し、

正常経過の妊産婦の健康診査等を助産師が自立して行うこ

とは、助産師の専門性を高めるとともに、産科医師の負担

軽減を図るのに有効であった。 
（２）事業の効率性 
院内助産所・助産師外来の開設には、改修や医療機器等

の購入等の経費負担が発生することから、それに対し助成

することは効率的な開設の促進につながったと考える。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.5】がん医療提供体制充実強化事業 【総事業費】 

5,759 千円 
事業の対象となる区域 北部・中部・南部・宮古・八重山 

事業の実施主体 琉球大学医学部附属病院 

事業の期間 平成 28 年 10 月 20 日～平成 29 年３月 31 日  

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県における病理診断は、地域完結型医療を目指すために

は必須であるものの、本県の地域中核病院の多くが病理医不

在である。このため、病床の機能分化、連携を推進するにあ

たって、がん医療提供体制の均霑化が課題となっており、病

理診断の連携および診断を補完する免疫染色等の集約といっ

たICTを活用した医療連携を推進する必要がある。 

アウトカム指標：本県地域医療構想における全地域の中核病

院を ICT で繋ぎ、琉球大学医学部附属病院と病理診断等を連

携する地域中核病院数を H27 年の 2 件から H30 年までに 8 件

を目指す。 

事業の内容（当初計画） 県内のがん診療体制を集約化、がん医療提供体制の充実強化を図

るため、ICT による医療資源の効率的な活用を図り、がん医療提

供体制を担う施設備等を整備するとともに、免疫染色の集約化や

次世代の分子病理学的診断の地域で完結きる体制作りを目指す。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ICTによる連携診断できる参加医療機関 8病院 

 

アウトプット指標（達成

値） 

ICT による連携診断した医療機関数 3 病院 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

病院の精度管理により、病理診断での一次診断診断と精度

管理した２次診断の一致率の向上 

 

（１）事業の有効性 
がん診断の均てん化に貢献できる。 
また、災害が発生した場合でも、デジタル化され、アー

カイブされている病理診断情報による診療の継続性が可能

となる。 
（２）事業の効率性 
現在、東京等の大手検査センターに委託しているものが、

沖縄県全体において、消耗品や機器の調達を一括で実施す
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ることで、地域完結型のがん治療方針が迅速に立てられ、

効率的な診療ができると考える。 
その他 先端医療を地域完結型で行えることは、沖縄県としては重

要な課題であり、単にコストパフォーマンスのみならず、

タイムパフォーマンスとしての効率性が得られ、特に、ICT
による遠隔迅速病理診断は、離島を抱える沖縄県では必須

の独自モデルと考えている。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.6】 

地域医療構想を実現する病床機能転換を

推進するため必要となる人材確保事業 

【総事業費】 
0 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県、医療機関 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる回復期機能の医療需要への適切な

対応並びに慢性期の円滑な地域移行を支えるための人材確

保が必要。 

アウトカム指標： 

○過剰と見込まれる病床機能からの回復病床への転換（基

準年からの増加） 

○在宅（施設含む）での看取り数の増加  

事業の内容（当初計画） 急性期から在宅医療に至るまでの一連のサービスを、地域

において効率的に提供する体制を構築するために必要な人

材の確保を支援し、病床機能の分化、連携を推進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の増

加 
○訪問診療実施医師数の増加 

アウトプット指標（達成

値） 

○平成 28 年度未実施 

事業の有効性・効率性 ○平成 28 年度未実施 

（１）事業の有効性 
 
（２）事業の効率性 
 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.7】 

地域医療構想を実現する医療介護連携を

推進する他職種連携のための研修事業 

【総事業費】 
0 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県、医療機関 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる回復期機能の医療需要への適切な

対応並びに慢性期の円滑な地域移行を支えるため他職種連

携体制を構築する必要がある。 

アウトカム指標： 

○過剰と見込まれる病床機能からの回復病床への転換（基

準年からの増加） 

○在宅（施設含む）での看取り数の増加  

事業の内容（当初計画） 急性期から在宅医療に至るまでの一連のサービスを、地域

において効率的に提供する体制を構築するために必要な他

職種連携体制の構築のための研修事業等を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

○地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の増

加 
○訪問診療実施医師数の増加 

アウトプット指標（達成

値） 

○平成 28 年度未実施 

事業の有効性・効率性 ○平成 28 年度未実施 

（１）事業の有効性 
 
（２）事業の効率性 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.８】 

訪問看護支援事業 

【総事業費】 
H28 3,221 千円 
R4   75 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅療養患者等に対して、在宅

医療の推進並びに在宅療養環境の整備が重要課題となって

おり、訪問看護サービスの安定的な供給を維持し、訪問看

護を必要とする者に必要な訪問看護を提供する体制の整備

が必要。 

アウトカム指標： 

在宅での死亡割合 H22 年 14%→H29 年 16.1% 

〔R4〕訪問看護ステーション数（人口 10 万対） 

H28 年 6.7 ヵ所 → R4 年 9.8 ヵ所 

小児に対応する訪問看護ステーション数 

H28 年 47 ヵ所 → R4 年 58 ヵ所（北部・宮古・八重山圏

域各２ヵ所以上） 

事業の内容（当初計画） 在宅医療・介護サービスの充実に向けて､訪問看護師の人

材育成と在宅ケアサービスの質向上を支援・推進するため

の拠点・支援体制整備を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

〔H28〕 
訪問看護ステーションの増加数  

H22 年 53 ヵ所→H28 年 95 ヵ所 

〔R4〕 

訪問看護推進協議会 年１回 

研修会開催数 年６回 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護ステーションの増加数  

H22 年 53 ヵ所→H28 年 98 ヵ所→R4 年 192 か所 

訪問看護推進協議会 R4 年：１回開催 

研修会 R4 年：６回開催 
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事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

在宅での死亡割合の増加 H22 年 14%→H27 年 17.5%→R4 年

17.6% 

訪問看護ステーション数（人口 10 万対） 

H28 年 6.7 ヵ所 → R4 年 13.1 ヵ所 

小児に対応する訪問看護ステーション数 

H28 年 47 ヵ所 → R4 年 74 ヵ所（北部５ヵ所、宮古３ヵ

所、八重山３ヵ所） 

（１）事業の有効性 
・訪問看護ステーションの運営基盤が強化され事業所数が

増加する。 
・地域で訪問看護師の人材育成を担える仕組みづくりがで

きる。 
・利用者、家族のニーズに応える質の高い訪問看護の提供

が可能になる。 
・地域包括ケアシステムの実現に向けた訪問看護人材の確

保ができる。 
 

（２）事業の効率性 
・各保健医療圏毎に在宅療養支援機関連携会議を開催し、

在宅療養支援における課題について各機関が共有し、連携

しながら解決を図ることにより、地域におけるネットワー

クの構築に繋がる。 
・県全体での訪問看護ネット沖縄のホームページを展開す

ることにより、より多くの方への普及ができ、効率的な執

行ができた。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.９】 

在宅療養支援に係る看護職の実践力養成

事業 

【総事業費】 
H28 1,950 千円 
H29 1,950 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 琉球大学医学部附属病院 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅療養患者の増加が見込まれることから、高度急性期

から在宅まで質の高い看護が切れ目なく提供されるために、急性

期医療を担う病院看護師と在宅医療を担う訪問看護師の連携体

制の構築が必要。 

アウトカム指標： 

在宅での死亡割合 H26 年 17.6% → H29 年 19.0% 

事業の内容（当初計画）  在宅療養支援に必要な看護実践力養成プログラムを作成し、急

性期病院と訪問看護の相互研修（実習）を実施し連携体制を構築

すると同時に、在宅療養支援の人材育成と確保に繋げる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護ステーションの増加数 

H22 年 53 ヵ所 → H28 年 96 ヵ所 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護ステーションの増加数  

H28 年 96 ヵ所 → H30 年 3 月 104 ヵ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

在宅での死亡割合の増加 H26 年 17.6% → H29 年 18.9% 

（１）事業の有効性 
特定機能病院の琉大の病棟看護師の退院支援に関する技術と

知識の向上、訪問看護師及び慢性期医療機関の看護師の最新のケ

ア技術等知識の向上が図られ、お互いの連携体制が構築されるこ

とにより、高度急性期から在宅看護まで地域全体で質の高い看護

が切れ目なく提供され、患者の早期の社会復帰を進め、住み慣れ

た地域で安心して療養することができた。 
（２）事業の効率性 
在宅療養支援に必要な看護実践力養成プログラムを作成し、急

性期医療を担う病院看護師と在宅医療を担う訪問看護師の相互

研修(実習）を実施することにより、連携体制を構築すると同時

に、在宅療養支援の人材育成と確保に繋げることができた。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.10（医療分）】 

精神障害者地域移行・地域定着促進

基金事業 

【総事業費】 
H28 4,955 千円 
H30 3,159 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 入院患者の 3 分の 2 を占める長期入院精神障害者の解消

及び新たな長期入院への移行を予防するため、医療機関と

地域（保健・福祉分野）の連携体制を構築し、多職種で協

働して地域移行支援を進めていく必要がある。 

アウトカム指標：長期入院患者数の減少 

政策効果を見込まない場合： 

H26 年 3,039 人 → H32 年 3,274 人 

政策効果を見込んだ場合： 

H26 年 3,039 人 → H32 年 3,052 人 

事業の内容（当初計画） ①地域での医療と福祉の連携体制を整備するためのコーデ

ィネーターを配置し、精神科医療機関と障害福祉サービス

事業所の接着を図る。 

②精神障害入院患者が実際に障害福祉サービス等を短期的

に利用することで、患者の退院意欲の喚起、退院後の地域

での受け入れを円滑にする。（協力事業所や同行支援員、病

院・事業所間のコーディネート職員に対する謝金等の経費

に対する支援を行う。） 

③精神科医療機関が開催する医療保護入院退院支援委員会

（院内委員会）等へ入院患者本人や家族からの相談に応じ

必要な情報提供を行う地域援助事業者等を招聘するなど、

地域における医療と福祉の連携体制を整備するための経費

に対する支援を行う。 

④長期入院精神障害者の地域移行に向けた人材育成のため

に必要な研修の企画・実施を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・コーディネーターを配置する圏域数 ４圏域 → ５圏域 

・精神障害入院患者の事業所利用者数 ３人 → ５人以上 
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アウトプット指標（達成

値） 

・コーディネーターを配置する圏域数  

H29 年 ４圏域 → H30 年 ４圏域 

・精神障害入院患者の事業所利用者数  

H29 年 ３人 → H30 年 28 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

長期入院患者数の減少 

H26 年 3,039 人 → H30 年 2,733 人 

（１）事業の有効性 
本事業により、精神障害入院患者の事業所利用者数が３

人から 28 人となり、目標を達成することができた。 
一方で、コーディネーターを配置する圏域は 4 圏域のま

まで、目標を達成できなかった、残る１圏域は離島圏域で

あり、適任の人材がいないことが大きな要因となっている。

引き続き、配置に向け取り組みを進めると同時に、残る１

圏域のバックアップ体制について検討を進めていきたい。 
（２）事業の効率性 
 事業の運用において、利用のしにくさや、手続がわかり

にくい等の意見あるため、実施要綱を見直しや、フローチ

ャートの作成等を行い、事務の効率化を図っていきたい。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.11】 

精神科訪問看護師の質の向上のため

の研修事業 

【総事業費】 
H28 1,000 千円 
H29  260 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県看護協会 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

精神科訪問看護の質の向上を図り、精神疾患患者への対

応可能な訪問看護ステーションが増加することにより、精

神疾患患者の地域移行と地域定着を推進する。 

アウトカム指標： 

３カ月以内再入院率 H22 年 20.4％ → H29 年 17.0％ 

事業の内容（当初計画） 精神科訪問看護に係る研修事業に要する経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会 年３回開催 延 90 名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会 年１回開催 延 36 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 

→精神保健福祉資料で得られる最新の情報が H27 年のため 

３カ月以内再入院率 H27 年 17.6％ 

（１）事業の有効性 
精神疾患に対する医療の推進のため、精神科訪問看護研

修を実施し、精神疾患患者の地域移行と地域定着が推進で

きる。 
（２）事業の効率性 
精神科訪問看護の質向上により、離島を含む県内全域に

おける適切な精神科訪問看護サービスの提供できる。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.12】地域包括ケアシステムに関わる管理

栄養士リーダー育成事業（地域包括ケアシステ

ム構築に係わる管理栄養士の育成支援事業） 

【総事業費】 
1,982 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 
事業の実施主体 公益社団法人沖縄県栄養士会 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 今後、在宅医療の増加が見込まれ、在宅での栄養管理に

対する需要の増加が見込まれることから、在宅医療に関わ

る管理栄養士の育成が必要である。 

アウトカム指標：リーダー管理栄養士数 50 名 

事業の内容（当初計画）  在宅での栄養ケア体制を構築するため、管理栄養士のリ

ーダーとなる人材を対象とした研修事業を実施し、地域包

括ケアシステムに関わる管理栄養士リーダーを育成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・栄養士を対象とした研修会等（年８回） 

アウトプット指標（達成

値） 

・管理栄養士リーダー育成のための研修会等を 10 回開催 
① 本島研修会：171 名参加 
② 宮古島研修会：34 名参加 
③ 石垣島研修会：23 名参加 
・「地域包括ケアシステムに関わる管理栄養士リーダー

名簿」60 名分を作成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・リーダー管理栄養士の育成数 60 名 

（１）事業の有効性 
地域において管理栄養士リーダーを育成するための当

該事業を実施することで、在宅での栄養ケアを支援でき

る管理栄養士のリーダーの必要性や役割を周知し、認知

してもらうことで、管理栄養士リーダー志向の醸成のき

っかけとなりつつある。 
（２）事業の効率性 
公益社団法人沖縄県栄養士会による栄養士間の既存のネ 

ットワークを活用することで、事業周知や参加者募集、研

修会を効率的に行うことができた。 
その他 地域医療介護総合確保基金の創設に伴い新たに実施した事

業 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.13】医療的ケア児レスパイト

ケア推進基金事業 

【総事業費】 
H28 1,331 千円 
H29 2,400 千円 

事業の対象となる区域 宮古・八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

八重山圏域では、医療型の障害児サービスを行う事業所が

なく、重症心身障害児はほとんど家族の介護だけで在宅療

養をしている状況にある。日常的に介護している家族の負

担軽減を図るため、レスパイトケアを実施できる事業所の

整備が必要。 

アウトカム指標： レスパイトケア実施可能な圏域数 

H28 年 ４圏域 → H29 年 ５圏域 

事業の内容（当初計画） 医療的ケアの必要な重症心身障害児が在宅で療養できるよ

う、短期入所の事業所がない地域において、新たに日中一

時支援によりレスパイトケアを実施する障害福祉サービス

事業所及び医療機関に対し、経費の支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療的ケアが実施できる日中一時支援事業者の整備数 

１箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

医療的ケアが実施できる日中一時支援事業者の整備数 

２箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：レスパイトケア実

施可能な圏域数 H28 年 ４圏域 → H29 年 ５圏域に増加し

た。 

（１）事業の有効性 
本事業により、八重山圏域に医療的ケアを実施できる事業所を

整備することで、当該サービスの空白地域を解消し、県全域にお

けるレスパイトケアの提供体制の構築が図られた。 
（２）事業の効率性 
障害福祉サービス事業所及び医療機関等で対象地域における

市町村の推薦があるものに対し、経費の支援を行うことで市町村

を含めた関係機関との連携体制が確保でき、効率的に事業を実施

することができた。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.14】 

 心身障害児（者）歯科診療拡充事業 

【総事業費】 
15,510 千円 

事業の対象となる区域 中部、南部 

事業の実施主体 沖縄県、沖縄県歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

現在、沖縄県口腔保健医療センターでの治療は、職員体制

の課題等もあり、治療申込みから診療まで２ヶ月かかる状

況となっている。 

アウトカム指標：沖縄県口腔保健医療センターの診療によ

る年間患者数（H26 5,000 人 → H31 8,000 人） 

事業の内容（当初計画） 沖縄県口腔保健医療センターの歯科治療医等の配置数を増

やし、受診機会の慢性的な不足状況の解消を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

歯科麻酔医１人、歯科衛生士１人、その他関係職員を新た

に増員する。 

アウトプット指標（達成

値） 

歯科麻酔医１人、歯科衛生士１人を増員した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：沖縄県口腔保健医

療センターの診療による年間患者数 

 

（１）事業の有効性 
 治療の申込みから診療まで２ヶ月程度かかる状況から短

縮が見られた。 
（２）事業の効率性 
 歯科医師等を増員することにより、診療までの待ち時間

が減少することで、患者数の増へと繋がった。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.15】 

地域医療支援センター運営事業 

【総事業費】 
34,101 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県全域における安定的な医療提供体制の構築を図るため、

医師の地域偏在対策を進め、各医療圏における医師充足状

況を向上させることが必要である。 

アウトカム指標：人口 10 万人対医療施設従事医師数を全国

平均比 H26:103%から H28:105%に増加させる。 

事業の内容（当初計画） 県内の医師不足の状況を把握・分析し、地域医療に従事す

る医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院の医師

確保の支援等を行うことにより、医師の地域偏在解消を図

ることを目的とした地域医療支援センターの運営を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

琉球大学地域枠医師を始めとする地域医療に従事する医師

に対するキャリア形成支援（地域枠医師等 101 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

琉球大学地域枠医師を始めとする地域医療に従事する医

師・医学生（地域枠 101 名等）に対するキャリア形成支援

を実施 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
県内の医師不足の状況を把握・分析し、地域医療に従

事する医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院

の医師確保の支援等を行うことにより医師の地域偏在解

消の促進が見込まれる。 
（２）事業の効率性 

県内唯一の医育機関である琉球大学内にセンターを設

置することにより卒前教育の段階から地域医療に従事す

る医師のキャリア形成に関与することができ、効率的に

医師の養成・確保を図ることができる。 
 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.16】医師派遣等推進事業 【総事業費】 

454,031 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

北部及び離島においては医師の確保が困難であるため、医

師の比較的充足している医療機関から医師の派遣を促す必

要がある。 

アウトカム指標：人口 10 万対医療施設従事医師数を対全国

平均値 H26:103%→H28:105%に増加する 

比較となる指標が厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師調

査をもとに指標としているため現時点での確認が行えな

い。 

事業の内容（当初計画） 医療資源の重点的かつ効率的な配置を図ってもなお医師の

確保が困難な地域において、都道府県が地域医療対策協議

会における議論を踏まえ、医師派遣等を行う医療機関の運

営等に対する支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

平成 28 年度医師派遣計画達成率 90％以上 

アウトプット指標（達成

値） 

平成 28 年度医師派遣計画の達成率 97％ 

事業の有効性・効率性 対象医療機関のうち医師不足により診療科を新たに休止す

る医療機関数 

（１）事業の有効性 
沖縄県地域医療対策協議会で決定された派遣計画に基づ

き、医師不足の深刻な北部、宮古、八重山圏域の医療機関、

及び久米島への医師派遣を促し、当該地域での医療提供体

制の確保を図ることができた。 
（２）事業の効率性 
前年度に地域医療対策協議会で医師派遣計画について議論

を行い、その結果を踏まえて効率的に事業を実施すること

ができた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.17】 

障害者歯科治療にかかる歯科医師

派遣体制構築事業 

【総事業費】 
H28 3,786 千円 
H29 2,138 千円 

事業の対象となる区域 八重山地区 

事業の実施主体 沖縄県、沖縄県病院事業局 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 現在、八重山病院では歯科口腔外科を標榜しておらず、

障害者等のうち、全身麻酔などで歯科治療を行う体制が整

っていないので、地元の方が地域で治療を受けられる体制

作りが求められている。 

アウトカム指標：当該地区で障害者歯科治療が可能な医師

を２名（月２日）配置して年間治療者数 24 件程度。 

事業の内容（当初計画） 障害者の歯科治療について体制整備が整っていない八重

山地区へ歯科医師を派遣するために必要な経費の支援を行

い、障害者が身近な地域で日常的に歯科治療を受診できる

体制の構築を図る 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

月に１回（年 12 回）八重山病院に対して医師等を派遣する。 

アウトプット指標（達成

値） 

月に１回（年 12 回）八重山病院に対して医師等を派遣する

ことができた。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

H27 年 ０件 → H28 年 24 件 → H29 年 24 件 

障害者治療が可能な医師を２名（月２日）配置して年間治

療患者数 24 件程度 

（１）事業の有効性 
本事業により、これまで、２年に１回しか治療機会がな

かった障害者等に対して、月に１回、必要な時に治療する

体制を提供できるようになった。 
（２）事業の効率性 
八重山地区では、平成 25 年度まで２年に１回、県外から

障害者歯科治療を専門とする歯科医師の派遣を受け、約一

か月の集中した期間において、全身麻酔下歯科治療を実施

してきた。 
しかし、２年に１回の頻度では十分な治療が提供できず、
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治療の面で非効率であり、 
また、障害者歯科治療を専門とする歯科医師の派遣を県

外から受けるのは不経済であった。本補助金を活用し、他

地域の県立病院から歯科医師等を派遣することで、効率的

かつ経済的に、月に１回治療を提供できる体制を整えてい

る。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.18】 

医師確保対策補助事業 

【総事業費】 
9,000 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

周産期医療については過酷な勤務環境から医療スタッフの

確保が困難である。 

アウトカム指標： 

・沖縄県の人口 10 万対医療施設従事医師数（産婦人科医師）の

維持（参考：11.1 人（H26 年）） 

・人口 10 万対医療施設従事医師数（小児科医）の維持（15.5 人

(H26 年)） 

事業の内容（当初計画） 産科医等及び新生児医療担当医の確保を図るため、当該診療科の

医療従事者の処遇改善に取り組む医療機関に対して支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象医療機関数１増（参考：H27 年度 10 医療機関） 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象医療機関数３増（H28 年度 13 医療機関） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： 

・沖縄県の人口 10 万対医療施設従事医師数（産婦人科医師）の

維持（参考：11.1 人（H26 年）） 

・人口 10 万対医療施設従事医師数（小児科医）の維持（15.5 人

(H26 年)） 

比較となる指標が厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師調査をも

とに指標としているため現時点での確認が行えない。 

（１）事業の有効性 
分娩取扱医療機関から医療従事者に対して支払う手当に

対して補助を行うことにより、産科医等及び新生児医療担

当医の処遇改善を行うことで、当該医療従事者確保の離職

防止に寄与することができた。 
（２）事業の効率性 
県内の全分娩取扱医療機関へ事業に関する通知を行い、事

業の周知に努めることで、分娩手当等を導入する医療機関

の増加を図ることができた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.19】 

 小児専門医等研修支援事業 

【総事業費】 
H28 1,485 千円 
H29 1,124 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年４月 26 日～平成 30 年３月 31 日 

平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

全出生児のうち呼吸開始のために補助を要する児が約

10%いて、そのうち１%は積極的な蘇生措置を必要とする。

しかし、産科診療所等では分娩に小児科医が立ち会わない

場合も多いことから、新生児の救命と重篤な障害を回避す

るために、分娩に立ち会う全ての医療関係者が新生児蘇生

法を習得する体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：新生児蘇生法Ａコース認定者の増 

認定者：140 人（受講者 200 名の７割が認定手続きを行う。) 

事業の内容（当初計画） 医療機関において、新生児、小児の救急・集中治療に習

熟した小児科医や看護師の数が不足している状況にあるこ

とから、専門性の高い医療従事者の確保のため研修の実施

を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新生児蘇生法講習会Ａコース受講者数 200 人  

アウトプット指標（達成

値） 

新生児蘇生法講習会Ａコース受講者数 

H28 年 165 人 → H29 年 131 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

認定者数 H28 年 117 人 → H29 年 90 人 

受講者数及び認定者数については、当該研修の周知及び

受講が進んできたため、減少傾向にあるが、受講者数に占

める認定者の割合は、H28 年 70％ → H29 年 69% と概ね

目標を達成しており、県内の認定者の増加につながった。 

（１）事業の有効性 
本事業を実施したことにより、新たに 90 人の周産期医療

関係者等に新生児の救命と障害を回避する新生児蘇生法の

知識、技術を提供することができ、県内全ての分娩に新生

児蘇生法を習得した医療者が立ち会う体制が整いはじめ

た。 
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（２）事業の効率性 
県医師会に委託することにより、講師の確保、各圏域の

講習会の日程調整から周知広報、開催まで円滑に実施する

ことができた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20】勤務環境改善推進事業 【総事業費】 
26,994 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 県内各病院、診療所 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの女医が出産、育児、介護により離職を余儀なくされ

ることから、それを防止するため、家庭と仕事の両立がで

きる働きやすい職場環境の整備を行うことで「効率的かつ

質の高い医療提供体制の構築」を図る。 

アウトカム指標：県内医療機関従事医師の女性医師割合

（19.4％→20.4％） 

事業の内容（当初計画） 出産、育児、介護による医師の離職防止及び再就業の促進

を図るため、家庭と仕事の両立ができる働きやすい職場環

境の整備を行う医療機関に対し、勤務条件の緩和による経

費(代替医師、クラークの雇用)や復職研修にかかる経費を

補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・育児や介護による離職防止のため、就労環境の改善に取

り組んでいる 15 病院に対して、当該取組みに係る経費の支

援を行う 

アウトプット指標（達成

値） 

・育児や介護による離職防止のため、就労環境の改善に取

り組んでいる 11 病院に対して、当該取組みに係る経費の支

援を行った 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内医療機関従事

医師の女性医師割合（平成 26 年 19.4％ → 平成 28 年不

明） 
比較となる指標が厚生労働省の医師･歯科医師･薬剤師調査

をもとに指標としているため現時点での確認が行えない。 

（１）事業の有効性 
・医師の確保が困難な診療科において、引き続き医師の確

保ができたことにより、地域医療に寄与できた。 
・勤務医の負担軽減により、提供する診療の充実につなが

った。 
・女性医師を確保できたことが、一部診療科において、患

者の安心に寄与できた。 
・求職中の医師と、求人を行っている病院とを結びつける

支援を行うことにより、再就業の促進を図ることができ、
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医師の確保・定着に資する。 
 
（２）事業の効率性 
・県内の各病院へ事業に関する通知を行うとともに、県の

ホームページにおいても案内を行うなど事業の周知に努

めることで、女性医師等の就労環境改善に取り組まれる

病院数の増加を図った。 
・県内医療機関の情報を偏ることなく、幅広く収集し、出

産・育児と医師の仕事の両方を理解していることが求めら

れること等から沖縄県医師会に相談窓口を設置した。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.21】 

新人看護職員研修事業 
【総事業費】 

21,531 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県、各医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新人看護職員の看護の質の向上及び早期離職防止を図る

ため、新人看護職員が卒後臨床研修を受けられる体制の構

築が必要。 

アウトカム指標： 

新人離職率の低下 14.5％(H21 年)→8.6％以下(H28 年) 

事業の内容（当初計画） 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点

から、新人看護職員に対する臨床研修実施のための経費に

対する支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・新人看護職員研修実施病院：35病院 

・新人看護職員研修「多施設合同研修」参加者数：20 名 
・新人看護職員教育担当者研修の修了者数：40名 
・新人看護職員実地指導者研修の修了者数：40人 

アウトプット指標（達成

値） 

・新人看護職員研修実施病院：34施設（511 人） 
・新人看護職員研修多施設合同研修：24名（10施設） 
・新人看護職員教育担当者研修：修了者 46 人 
・新人看護職員実地指導者研修：修了者 62 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：新人離職率の低下

14.5％(H21 年) 

観察できた → 新人離職率の低下 7.1％(H27 年)となり

H28 目標値をすでに達成している。  

（１）事業の有効性 
新人看護研修、新人看護研修責任者等研修を実施するこ

とにより、新人看護の質の向上及び早期離職防止を図るこ

とができた。 
（２）事業の効率性 
新人看護研修を自施設単独で完結できない施設を対象に

多施設合同研修事業を実施したことにより、効率的な執行

ができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No22】看護職員資質向上支援事業（看護

教員養成講習会事業・専任教員再教育事

業・潜在看護師の再就職支援事業） 

【総事業費】 
12,996 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 公益社団法人 沖縄県看護協会等 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現に向けて安心、安全な医療、療養環境

を構築するため、それを支える看護職の人材確保及び看護

の質向上は必須である。 

アウトカム指標：潜在看護職就職率 70％以上 

事業の内容（当初計画） 専任教員の指導力、教育力向上するための継続研修会の実

施及び臨床における実習指導者講習会を開催する。また、

潜在看護職員等の再就業の促進を図る研修開催や就業相談

等の就労支援実施。 
 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

潜在看護師支援事業 10 人 
実習指導者講習会受講者 60 名修了。専任教員再教育研修参

加 120 名 
 

アウトプット指標（達成

値） 

・潜在看護職員就職率 
（未就業者 11 名中 10 名が就職：就業率 90％） 
・看護技術トレーニング 35 回 受講者（延べ 143 名） 
・実習指導者講習会修了者 70 名 
・専任教員再教育研修受講者延べ 140 名（県外講師招聘し

2 回の研修会開催） 
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事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
本事業の実施により、県内の潜在看護職員が、看護に必

要な技術をトレーニングし、最新の知識･技術を習得するこ

とで安心して復職へと繋ぐことができた。また、実習指導

者講習会や専任教員再教育研修事業により、基礎看護教育

に重要な、臨地実習の教育能力・指導力及び看護師養成学

校の教員の資質向上に寄与することができた。 
 （２）事業の効率性 
潜在看護師の再就職支援事業、実習指導者講習会におい 

ては、看護職に就業状況（求人・求職）や研修事業等に精

通し実績のある県看護協会に委託することで、効率的な執

行ができたと考える。 
専任教員再教育研修会においても、委託先である看護学

校教育協議会と、連絡会議等で研修計画、研修内容を共に

検討、連携することで、有意義な研修会を開催することが

できた。  

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.23】看護師等養成所運営補助事業 【総事業費】 

141,309 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 各看護学校 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題となっている状

況の中で、看護職員は今後も不足することが見込まれ、そ

の安定的な確保と質の向上は重要な課題となっている。 

アウトカム指標：看護師等養成所卒業者の県内就業率 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、専任

教員の配置や実習経費など養成所の運営に対する支援を行

う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師等養成所への補助件数（５カ所） 

アウトプット指標（達成

値） 

看護師等養成所への補助件数（５カ所） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：看護師等養成所卒

業者の県内就業率の上昇 64.9％(H26 年)  

観察できなかった 

観察できた → 県内の看護師等養成所卒業者の県内就職

率は 64.9%(H26)→72.3%(H28)となり、目標を達成した。 

（１）事業の有効性 
民間看護師養成所の運営費を助成することにより、教育

内容を充実させることができ、質の高い看護師の養成と安

定した看護職者の供給体制の確保につながったと考えてい

る。 
（２）事業の効率性 
対象経費や基準額は従来の国庫補助事業と変更はないた

め、スムーズに効率よく事業が執行できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  
事業名 【NO.24】 

 看護師等養成所教育環境整備事業 

【総事業費】 
H28 9,858 千円 
H29 9,889 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 各看護学校 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題となっている状

況の中で、看護職員は今後も不足することが見込まれ、そ

の安定的な確保と質の向上は重要な課題となっている。 

アウトカム指標： 看護師等養成所卒業者の県内就業率 

H26 年 64.9% → H30 年 68%以上 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所において、教育環境を整備するために必要な備品

の購入や演習室の整備に係る経費に対して補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師等養成所への補助件数 ５件  

アウトプット指標（達成値） 看護師等養成所への補助件数 ５件  

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

看護師等養成所卒業者の県内就業率の上昇 64.9％ 

観察できた →  

県内の看護師等養成所卒業者の県内就職率は 

H27 年 74.4％ → H29 年 72.6％となり、目標を達成した。 

（１）事業の有効性 
民間看護師養成所において、モデル人形や医療用ベッドなどの

教育用具や備品の購入に補助を行い、臨床現場を疑似体験出来る

教育環境を整備することで、看護師に求められる実践力が身につ

き、質の高い看護師の養成と安定した看護職者の確保に繋がっ

た。 
（２）事業の効率性 
 「看護師等養成所運営ガイドライン」に示されている「教育上

必要な機械器具、模型及び図書」のリストに従って各看護師養成

所に不足している教育用具や演習用備品等を重点的に補助する

ことにより、効率的に教育環境の整備・充実を図ることが出来た。 
その他 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.25】 

看護職員の就労環境改善のための

体制整備 

【総事業費】 
H28 5,419 千円 
H29 5,419 千円 

事業の対象となる区域 北部・中部・南部・宮古・八重山 

事業の実施主体 沖縄県  

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の確保・勤務環境の改善等、看護職の離職率の低

下や人材の定着を推進する。 

アウトカム指標： 病院看護実態調査における看護職離職率

10％以下、新人離職率 7％以下  
事業の内容（当初計画） 短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入推進を図るた

め、ワークライフバランス（WLB）推進員会を施設へ派遣し、

看護業務の効率化や職場風土改善の啓発、具体的那改善へ

の支援相談や研修を行う。また、ワークショップを開催師、

WLB 推進事業へ参加した施設の報告等を行う。  
アウトプット指標（当初

の目標値） 

WLB 推進参加施設３カ所 

ワークショップ参加数 150 名以上 

アウトプット指標（達成

値） 

WLB 推進参加施設３カ所 

ワークショップ参加者 273 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標 

観察できなかった。 

→ 離職率調査結果が今年度末に公表されるため。 

直近の離職率を見ると、 

H27 年 12.5%（新人離職率 7.1%）→ H28 年 10.4%（新人離

職率 6.4%）と減少している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  
事業名 【NO.26】 

 島嶼・へき地の地域包括ケアシステム構

築支援事業 

【総事業費】 
5,724 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題となっている

状況の中で、在宅サービス基盤の弱い離島へき地において

は本島と同様の方法での地域包括ケアシステムの構築は難

しく、小規模離島に特化したしくみづくりが必要である。 

アウトカム指標：・在宅等療養患者の看取り（在宅死）割

合（14％→16.1％） 

事業の内容（当初計画） 小さな島々で暮らす人々にも、社会保障制度改革推進法

のもとで地域包括ケアシステムが構築できるよう、島嶼・

へき地の保健医療福祉職者の研修プログラムを開発・実

施・評価し、人材の育成を図るとともに、地域の実情に応

じた地域包括ケアの支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援を行う町村数（２カ所） 

アウトプット指標（達成

値） 

支援を行った町村数（２カ所） 

事業の有効性・効率性  事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：介護人材が支援を

行った町村で地域ケアサービス数が１つ以上増加している

こと。島で育成した介護人材が２人以上介護サービスに従

事していること。 

観察できなかった 

観察できた → ２つの町村で住民会議での話し合いでサ

ービス数２つ以上及び介護人材 10 名以上が誕生した。     

（１）事業の有効性 
住民会議を中心として、島の課題を解決するために地域

ケアが誕生している。また、在住介護サービスを誕生させ

るためには、島ごとの介護人材の育成が前提である。介護

人材の育成は進行しており、今後その人材を活かした介護

サービスの開設が期待できる。 
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（２）事業の効率性 
  住民の参加による地域ケアは、行政主導の事業と異なり住

民の必要性から発生したものであり、事業の継続性と発展

性に可能性がある。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.27】 
特定町村人材確保対策事業 

【総事業費】 
H28 3,883 千円 
H29 3,883 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

離島へき地で必要な人材を確保することが困難な特定町

村に対して、地域保健法に基づき、県が人材確保支援計画

を策定するとともに、これに基づき人材の確保を推進し、

離島等小規模町村における地域保健対策の円滑な実施を図

る必要がある。 

アウトカム指標：  

特定町村の保健師不足数 H24 年 5 人 → H28 年 0 人 

事業の内容（当初計画） ・離島保健活動体験セミナーの実施 

・潜在・退職保健師の人材バンク事業の実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

保健師を希望する学生の離島体験セミナーの実施： 

2 回（参加者人数 9人） 

アウトプット指標（達成

値） 

保健師を希望する学生の離島体験セミナーの実施： 

1 回（参加者人数 8人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

特定町村の保健師不足数 H24 年 5 人 → H29 年 3 人 

（１）事業の有効性 
離島における保健活動体験セミナーを実施することによ

り、離島における保健活動に関心を寄せる学生が増える。

又退職保健師・潜在保健師の人材バンク事業を実施するこ

とにより、保健師不在となっている村へスポット的に人材

紹介ができる。 
（２）事業の効率性 
各特定町村単位でなく、県全体で実施することにより、

３大学への体験セミナーの周知や人材バンク事業が効率的

にできる。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.28】 

県内就業准看護師の進学支援事業 

【総事業費】 

H28 2,697 千円 

H29 1,932 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

沖縄は平成 26 年３月で、県内の準看護師養成が終了し、さら

に準看護師の進学コースである２年課程も平成 28 年３月に閉課

する。そのため県内の準看護師が看護師の資格を取るには県外の

２年課程または通信制の学校に進学する必要があるが、準看護師

として既に就業している者が多いため、ほとんどは通信制での看

護師資格取得を希望している。 

アウトカム指標：平成 27 年度 12 名から県内就業准看護師

の 15 名程度の増加 

事業の内容（当初計画） 通信制で学ぶ準看護師への県外の看護学校へのスクーリングの

ために旅費等を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内就業準看護師の２年通信課程受講者が約 50名増加  

アウトプット指標（達成

値） 

県内就業準看護師の２年通信課程を受講した県内就業準看護師

が 46 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標 
事業開始の H27 では 12 名、H28 では 26 名、H29 では 30 名、

合計 68 名の県内就業准看護師が事業の結果により増加した。 
H27 年 12 名 → H28 年 38 名 → H29 年 68 名（累計） 
（１）事業の有効性 

  平成 27 年４月より県内の２年課程（準看護師が看護師になる

ための課程）は募集を停止していることから、本事業の実施によ

り県内で就業している準看護師において、進学が促進された。 
（２）事業の効率性 

  県内就業準看護師が在籍する２年通信課程の養成校に事業を

周知する事で、昨年度に事業を活用した学生が引き続き事業を活

用する事とともに、県 HP での広報を行うことで、新規の事業対

象者に対しても事業の活用を促した。 
その他 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.29】勤務環境改善推進事業【医療勤

務環境改善推進事業】 

【総事業費】 
3,776 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図る

取組が必要。 

アウトカム指標：アウトカム指標：人口 10万人対医師数の

全国平均値との比較（102%→105%） 看護職員の不足数（694

人→198 人） 

事業の内容（当初計画） 勤務環境改善に取り組む医療機関に対し、総合的・専門的

な支援を行うために設置される「医療勤務環境改善支援セ

ンター」を運営するための経費に対する支援を行う。 

具体的な支援センターが行う事業としては、 

・勤務環境改善計画を策定する医療機関を支援することを

目的に、勤務環境マネジメント導入支援事業を行う。 

・医療機関における課題、必要な支援策等を検討するため

アンケート調査事業を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・改善計画策定支援 １医療機関以上 

・アンケート回収率 70% 

アウトプット指標（達成

値） 

・改善計画策定支援 ２医療機関 

・アンケート回収率 72% 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

（１）事業の有効性 
導入支援事業やアンケート調査を実施することで、支援

センターの役割の周知、医療分野の勤務環境改善に対する

関心を高めることができた。 
（２）事業の効率性 
関係機関や関係団体が連携し、専門家（社労士、医業経

営コンサルタント）による支援体制を構築することで、ワ

ンストップ性を発揮した効率的な支援が図られる。 
その他  

  



平成28年度沖縄県計画に関する事後評価

   

59 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に係る事業 
事業名 【NO.30】 

小児救急医療体制整備事業 
【総事業費】 

26,724 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児を含む救急医療は不採算性が高いため、小児救急を実

施する医療施設に対し補助を行い、救急医療体制の安定的

確保を図る必要がある。 

アウトカム指標：小児人口 10 万人対小児科医師数（80.8 人

→95 人） 

事業の内容（当初計画）  小児救急医の負担を軽減するため、小児科を標榜する病院等が

輪番制方式若しくは共同利用型方式により、又は複数の二次医療

圏による広域を対象に小児患者を受け入れることにより、休日・

夜間の小児救急医療体制を整備するために必要な医師、看護師等

の医療従事者の確保に必要な経費及び「小児救急医療拠点病院」

の運営に必要な経費に対する支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児救急医療体制の確保 

アウトプット指標（達成

値） 

○次の病院へ、夜間及び休日の小児救急医療に係る運営費の補助

を実施し、夜間及び休日の小児救急医療体制の確保を図った。 

 ・県立北部病院 

 ・那覇市立病院 

 ・県立宮古病院 

 ・県立八重山病院 

事業の有効性・効率性 小児救急医療体制を確保できた。 

（１）事業の有効性 
他県と同様に、本県においても小児科医の確保は困難な状況で

あり、小児救急医療を実施する病院は限られている。そのような

中でも、県内の各二次医療圏において、体制が手薄になりやすい

夜間や休日の小児救急医療体制を確保することが出来る。 

（２）事業の効率性 
夜間や休日の小児救急医療体制が、特定の二次医療圏に偏るこ

と無く、県内の全ての二次医療圏において確保することが出来

る。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に係る事業 
事業名 【NO.31】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】 
13,595 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児科医及び救急医療従事者の加重負担の要因となって

いる、夜間の軽症な小児救急患者の受診を抑制する必要が

ある。 

アウトカム指標：乳幼児の救急搬送者の軽症率（81.5%→

75％） 

事業の内容（当初計画）  小児科医の負担を軽減するため、地域の小児科医等によ

る夜間の小児患者の保護者等向けの電話相談体制の質の向

上を図り、薬に関する相談にも対応できるよう薬剤師会と

の連携構築等、小児救急電話相談事業の拡充・強化に必要

な経費を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談者の夜間の小児救急受診率 25%以下 

アウトプット指標（達成

値） 

 地域の小児科医等による、夜間の小児患者の保護者等向

けの電話相談を県内域を対象として実施した。 

・実施時間 午後 7時から午後 11 時まで（4時間） 

・実施日 362 日（暴風警報発令等により 3日間休止） 

・相談件数 7,749 件 

・相談者の夜間の小児救急受診率 20.5% 

事業の有効性・効率性 観察できなかった 

（１）事業の有効性 
 相談者のうち約８割が、夜間の小児救急受診を見送って

いることから、小児科医の負担軽減に一定の役割を果たし

ていると考えられる。 
（２）事業の効率性 
 小児科医や関係団体が出席する電話相談事業に関する協

議会を定期的に開催し、問題点の把握やその改善方法等を

検討し、効率的な執行に努めている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32】  
薬剤師確保対策事業 

【総事業費】 
H28  748 千円 
H29 1,863 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県薬剤師会 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

沖縄県内には薬科系大学が無く、全国的にも薬剤師不足であり、

島嶼県では更に厳しい状況であるため、県内の医療提供サービス

の供給体制を確保するため、県内の薬剤師の確保を図る。 

アウトカム指標：県内薬剤師数の増加 

人口 10 万人対薬剤師数  H26 年 131.0 人 → H30 年 170 人 

事業の内容（当初計画） 全国の薬剤師に沖縄県の多くの求人案内が伝わるよう、昨年度に

引き続き、薬剤師向け専門誌・雑誌に求人広告の掲載を実施する。

また、事業を推進するため、沖縄出身の薬学生が多く在籍する大

学へ出向き、パンフレット等を用いた就職斡旋を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

薬科系大学での就職斡旋数の増加 

 H27 年 4 回 → H29 年 4 回以上、雑誌や広報誌等への県内

就職状況の掲載 

アウトプット指標（達成値） 薬科系大学での就職斡旋数 2 回 

雑誌・広報誌等への県内就職状況の掲載 7 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 
隔年で実施する厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師調

査を指標としているため。最新の調査では H28 年 134.7 人

であり、増加が観察できた。 
（１）事業の有効性 
昨年度に引き続き薬剤師向け専門誌・雑誌に求人広告を掲載した

ことで、全国の薬剤師又は薬学部生に広く沖縄県の薬剤師の求人

案内を伝えることができた。また、薬科系大学で就職ガイダンス

を開催し、県内の薬剤師の現状を含めた説明を行ったことで、求

人情報をより広く周知することができた。 

（２）事業の効率性 
沖縄県出身者が多く在籍する大学を選定し就職斡旋を行うこと

により、効率的に実施している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.33】 

休日・夜間の薬局体制整備事業 

【総事業費】 
H28 3,653 千円 
H29 3,698 千円 

事業の対象となる区域 南部 

事業の実施主体 沖縄県薬剤師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 

平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

沖縄県薬剤師会において、県立南部医療センター・こども

医療センター前の会営薬局にて、休日・夜間に受診した患

者に対して調剤を行っており、安定的に薬を提供できる体

制を整備するため、輪番薬剤師を確保する必要がある。 

アウトカム指標：  

輪番制薬剤師数の増加 H27 年 20 人 → H29 年 25 人 

事業の内容（当初計画） 休日・夜間に営業する会営薬局に従事する輪番薬剤師に対

し、職員手当を増額して支給する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

職員手当支給薬剤師数を増やすことで輪番薬剤師数の増加

を図る H27 年 20 人 → H29 年 25 人 

アウトプット指標（達成

値） 

輪番薬剤師数 H27 年 20 人 → H29 年 29 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

輪番薬剤師数の増加が観察できた。 

平成 28 年度の 20 人から 29 人へと増加した。 

（１）事業の有効性 
本事業による職員手当増額により、輪番薬剤師数が増加し

目標を達成した。 
輪番薬剤師数の増加により休日・夜間における医薬品の安

定供給体制を整備に効果があった。 
 
（２）事業の効率性 
全県的に薬剤師が不足している状況の中で、職員手当増額

により輪番薬剤師数を効率的に増加することができた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.34】 

 地域医療関連講座設置事業 

【総事業費】 
21,089 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 琉球大学医学部附属病院 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県全域における安定的な医療提供体制の構築を図るため、

医師の地域偏在対策を進め、各医療圏における医師充足状

況を向上させることが必要である。 

アウトカム指標：人口 10 万人対医療施設従事医師数を全国

平均値 H26 年 103％ → H30 年 105％ に増加する。 

事業の内容（当初計画） 琉球大学医学部に地域医療関連講座を設置し、地域医療の

ための卒前教育を医学部生に行うとともに、沖縄県におけ

る卒後研修及び生涯学習の取り組みを支援することにより

医師の養成・確保・定着を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域医療関連講座の設置・運営 

 

アウトプット指標（達成

値） 

琉球大学に地域医療関連講座を設置し、地域医療に従事す

る医師のための卒前・卒後教育等を実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標 
観察できなかった 
→医師・歯科医師・薬剤師調査は 2 年に 1 回の調査のため。 
ただ、H28 年調査において人口 10 万対医療施設従事医師数

は H26 年 241.5 人→H28 年 243.1 人と増加傾向にある。 
（１）事業の有効性 

卒前～卒後教育を通して地域医療への意識を高め、離

島・へき地医療に従事する動機づけを行うことにより、

地域医療を担う医師の確保が促進されたと考える。 
（２）事業の効率性 

県内唯一の医育機関である琉球大学が卒前から卒後ま

で継続して地域医療に関する教育・研修を提供する環境

を構築することにより、地域医療に従事する医師の確保

を円滑かつ効率的に進めることができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.35】  

指導医育成プロジェクト事業 
【総事業費】 

4,097 千円 
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 
事業の実施主体 琉球大学医学部付属病院 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県において人口 10 万人あたりの医師数は、全国平均より上

回っているものの、診療科偏在や、地域偏在はまだ解消されてお

らず、今後の医師確保対策を図る必要がある。 

本県の医師確保の課題である初期及び後期臨床研修医の確保、

定着のためには研修病院が魅力ある研修を提供することが重要

であり、そのためには優秀な指導医は不可欠な存在である。 

アウトカム指標：人口 10 万人対医療施設従事医師数を全国

平均値 H26 年 103％ → H30 年 105％ に増加する。 

事業の内容（当初計画）  県内で指導医として働く意思のある若手医師が、効果的な実技

指導に必要な知識・技術を習得するための講義・実習を実施する

琉球大学に対して必要な経費を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修プログラム参加者数維持 ６名（原則最大６名） 

アウトプット指標（達成

値） 

平成29年度の指導医研修プログラムへの参加者は６名であ

り、目標を達成できた。 

事業の有効性・効率性 事業終了後の１年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった 
→医師・歯科医師・薬剤師調査は 2 年に 1 回の調査のため。 
ただ、H28 年調査において人口 10 万対医療施設従事医師数

はH26年 241.5人→H28年 243.1人と増加傾向にある。 

（１）事業の有効性 
・研修医に対し質の高い研修を提供することが初期・後期

臨床研修医の確保に繋がるため、優れた指導医を育成し、

教育研修体制の充実を図る必要がある。 
・多くの初期・後期臨床研修医の確保することは、指導医

や勤務医として、一定割合は県内に定着することとなる

ため医師を確保する上で有効な手段となっている。 
（２）事業の効率性 
・本事業の実施機関である、琉球大学は多くの指導医を抱

える県内唯一の大学病院であり、本大学にて実施する事

で効率的に質の高い指導医の育成が行えた。 
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・質の高い指導医を育成することは、研修医に対し魅力あ

る研修環境を提供することができ、効率的に研修医を確保

する事に繋がっている。 

その他   
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.36】 

 看護師等修学資金貸与事業   

【総事業費】 
14,475 千円 

事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 県は、第七次看護職員需給見通しを基に、救急病院にお

いて、夜間の勤務や過重な労働条件から慢性的に看護師の

離職率が高い状況が続く事、及び７対１看護体制の導入か

ら看護師の需要要望は高くなっていく状況を踏まえ、平成

23 年度に修学資金の貸与を受けた者が就業することにより

返還債務が免除となる施設に救急病院を加えた。 

  一方、国は平成 26 年に地域包括ケアシステムの構築に取

り組む事を法的に位置づけており、そのためには訪問看護

や老人福祉施設等の機能強化が重要であるが、これら施設

の看護職員の確保困難性は採用率が訪問看護ステーション

で 45.5％、特別養護老人ホームで 35.1％と全施設平均の

74.1％を大きく下 回っていることから明らかであり、行政

による誘導策は医療機関への充足を待っていられない事か

ら平成27年度に老人福祉施設等を修学資金の免除対象施設

に加えた。 

 また、看護職員数はその数において順調に増加している

とはいえ、離島等の過疎地域については、未だ不足してい

る状況があり、地域包括ケアシステム構築にはさらなる確

保が必要な状況である。 

 これら沖縄県の現状から、県内で養成した看護職者の県

外流出を防ぎ、県内医療機関へ就業させる事を目的に修学

資金を貸与し、県内看護職を安定的に育成していく必要が

ある。 
 

アウトカム指標： アウトカム指標：平成 28 年度県内就業

看護師 14,732 名から毎年新規 120 名程度の増加 

H28 年 14,732 人 → H30 年 14,972 人 

事業の内容（当初計画）  県内の看護職員の確保及び質の向上に資する事を目的と

し、将来県内で業務に従事する養成校の看護職等修学生に

修学資金を貸与する。 
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アウトプット指標（当初

の目標値） 

将来県内で業務に従事する養成校の看護職等修学生 280

名への修学資金の貸与 

アウトプット指標（達成

値） 

・平成 30 年度は 282 名に貸与 

・県内就業看護師 新規 117 名 

（平成 31 年３月に養成校を卒業した貸与生 129 名、うち県

内の免除対象施設に就業した者 117 名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

平成 28年度県内就業看護師14,732名から毎年新規310名

程度の増加 H28 年 14,732 人 → H30 年 15,357 人 

（１）事業の有効性 
申請者 416 名に対し、282 名に貸与した事により、修学を

続けるために援助を必要とする看護学生の 67.8％に資金貸

与を行うことができた。 

 
（２）事業の効率性 
救急病院や福祉施設等を免除対象施設に含めることによ

り、より卒業後の就業先選択がより広範囲となり、県内で

養成した看護職者の県外流出を防ぐことにつながってい

る。 
 

その他   
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.38】 

医療人育成事業  

【総事業費】 

R4 1,738 千円  
事業の対象となる区域 北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施主体 沖縄県医師会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県において人口 10 万人あたりの医師数は、全国平均より上回

っているものの、診療科偏在や、地域偏在はまだ解消されておら

ず、今後の医師確保対策を図る必要がある。 
経験が浅い若手医師でも様々なトレーニングが行え、スキルアッ

プへの有効性が高いシミュレーショントレーニングを支援する

ことにより、臨床技能向上環境を整備し、若手医師の確保・定着

を図る。 

アウトカム指標：人口 10 万人対医療施設従事医師数 

R２年 257.2 人 → R５年 268 人 

事業の内容（当初計画） 習熟した指導者やシミュレーター等を必要とするシミュレ

ーショントレーニングは各研修病院単独での実施が難しい

ため、県内全ての臨床研修病院協力のもと行われるシミュ

レーショントレーニングを支援することにより、臨床研修

環境の向上を図り、若手医師の確保・定着につなげる。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

合同研修開催頻度 R4 年７回 

アウトプット指標（達成

値） 

合同研修開催頻度 R4 年度 ８回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人対医療施設従事医師数 

R２年 257.2 人 

※R4 年の数値が未公表（R6 年 2 月に公表予定）のため、R2

数値を掲載。公表後差し替える。 

（１）事業の有効性 
・研修医に対し質の高い研修を提供することが初期・後期

臨床研修医の確保に繋がるため、県内全ての基幹型臨床研

修病院の指導医が合同で研修プログラムを作成し、研修医

に提供することで、教育研修体制の充実を図っている。 
・多くの初期・後期臨床研修医を確保することは、指導医
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や勤務医として、一定割合は県内に定着するため、医師を

確保する上で有効な手段となっている。 
 
（２）事業の効率性 
・県内、全ての基幹型臨床研修病院の研修を参考にするこ

とで、効率的に優れた研修プログラムを作成できている。 
・県内全ての研修医に対し、優れた研修プログラムを提供

することで、沖縄県全体が魅力ある研修環境となり、効率

的に研修医を確保することに繋がっている。 
 

その他  
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３．事業の実施状況（介護分） 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.１】沖縄県介護施設等整備事業 【総事業費】 

681,477 千円 

事業の対象となる区域 北部圏域、中部圏域、南部圏域 

事業の実施主体 市町村、社会福祉法人等 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 3年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービ

ス施設等の整備等を促進する必要がある。 

アウトカム指標：施設・居住系サービスの定員総数 

 ・地域密着型特別養護老人ホーム：229 床→403 床 

 ・認知症高齢者グループホーム：987 床→1,050 床 

事業の内容 

（H28 当初計画） 
①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所 58 人／月分（２カ所） 

認知症高齢者グループホーム     99 床（９カ所） 

看護小規模多機能型居宅介護  ９人／月分（１カ所） 

 地域密着型特別養護老人ホーム    29 床（１カ所） 

緊急ショートステイ         ３床（３カ所） 

プライバシーに配慮した多床室改修  164 床（２施設） 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援

を行う。 

③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対

して支援を行う。 

 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険

事業支援計画等において予定している地域密着型サービス

施設等の整備を行う。 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

1,741 人／月分（74 カ所） → 1,799 人／月（76 カ所） 
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・認知症高齢者グループホーム  

933 床（104 カ所） →  1,032 床（113 カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護  

25 人／月分（１カ所） → 34 人／月（２カ所） 

・地域密着型介護老人福祉施設  

200 床（８カ所） → 229 床（９カ所） 

・緊急ショートステイ ３カ所 

・プライバシーに配慮した多床室改修 164 床（２施設） 

 

アウトプット指標（達成

値） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

1,741 人／月分（74 カ所） → 1,799 人／月（76 カ所） 

・認知症高齢者グループホーム  

933 床（104 カ所） →  1,032 床（113 カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護  

25 人／月分（１カ所） → 34 人／月（２カ所） 

・緊急ショートステイ ３カ所 

・プライバシーに配慮した多床室改修 164 床（２施設） 

 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地

域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する

ことができた。 

 

（２）事業の効率性 

調達方法や手続について行政の手法を紹介することで一

定の共通認識のもとで備品購入等に係る契約を行い、調達

の効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.1】介護支援専門員資質向上事業 【総事業費】 

14,920 千円 

事業の対象となる区

域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄

県全体） 

事業の実施主体 沖縄県、委託事業者（沖縄県介護支援専門員協会） 

事業の期間 平成 29 年 4 月～平成 30 年 3 月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者ごとの事情に即したケアプランの作成により、介護サ

ービスの適正な提供を図る。 

アウトカム指標：介護支援専門員の資質向上 

事業の内容（当初計

画） 

介護支援専門員を対象として、実務従事者基礎研修、専門研

修（専門Ⅰ、専門Ⅱ）、更新研修、再研修、主任介護支援専門

員研修を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

今年度修了者数見込（８研修の総受講者数）：909 人 

アウトプット指標

（達成値） 

・介護支援専門員の資質の向上 

 実務研修 301 人 

 専門研修 365 人 

 更新・再研修 137 人 

 主任介護支援専門員研修 70 人 

主任介護支援専門員更新研修 112 人 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護支援専門員の養成

人数と資質向上  

観察できた → 指標：介護支援専門員実務者研修修了者とし

て 301 人の新たな介護支援専門員を養成した。 

（１）事業の有効性 
本事業により、新たな介護支援専門員の養成(今年度は 301

人)と介護支援専門員の資質向上が図られた。 
（２）事業の効率性 
 専門知識を持つ職能団体への委託によって研修の周知や企

画運営などにおいて効率的な事業運営が図られている。 
その他  

 

 
 


